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提言要旨 

本提言は、日本が「核兵器のない世界」という理想を堅持しつつも、現実

の脅威に向き合い、「再び核攻撃を受けないために何が必要か」を国民が正面

から議論すべき段階にあるとの問題意識に立つ。 

核廃絶の理念は歴史的・道義的に重要であり、今後も追求されるべきであ

るが、安全保障環境が急速に悪化する中、理想のみでは対応できない現実も

認識しなければならない。中国や北朝鮮の急激かつ多様な核戦力の拡大によ

り日本への脅威が現実味を増す一方、米国は海洋発射核巡航ミサイル

（SLCM-N）の開発および 2032 年の限定的運用配備を公表している。こうし

た状況下で、日本は「核は語らずとも機能する」との前提に依存せず、主体

的な議論を深める必要がある。 

 

この認識を踏まえ、令和 8 年末の戦略三文書改定にあたり、国家基本問題

研究所として、日本政府に以下の 2 点を求める。 

 

１． 日本が再び核攻撃を受けないために何が必要かについて、

政府が主導して国民的議論を起こすことを「国家安全保障戦

略」に明記せよ。 

 

２． 2032 年以前のできるだけ早い時期に、日本に必要な核抑止

の在り方について検討の上、必要な措置を講じることを

「国家安全保障戦略」に明記せよ。 
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1．趣旨 

現在、日本の安全保障環境は、戦後最も厳しい局面を迎えている。中国は核戦力の量

的・質的な近代化を加速させ、北朝鮮は核・ミサイル能力の多様化、実用化を図り、ロシ

アはウクライナに対して核による恫喝を繰り返している。米中露朝のみならず、中東地域

においても核をめぐる緊張が同時進行的に高まる中、拡大抑止への対米依存についても、

その信頼性を改めて問い直す必要に迫られている。 

他方で、核廃絶の主張は、被爆国日本の立場として追求すべき理想であり、日本は今後

も「核兵器のない世界」の実現を目指し続ける必要がある。しかし、その理想が現実のも

のとなるまでの間、私たちはもう一つの問いから目を背けることはできない。すなわち、

「日本が二度と核攻撃を受けないために、いかなる抑止態勢と政策的備えを構築すべき

か」、という問いである。核廃絶の理想と、核の現実に直面する安全保障政策とは、本来、

相互に排他的なものではない。むしろ、現実の脅威を直視し、抑止の実態を理解すること

なしに、「二度と核攻撃させない」という国家的責務を果たすことはできない。 

にもかかわらず、日本の国内政治やメディア空間においては、核をめぐる戦略的議論は

いまだにタブー視され、感情論や二項対立の罠にはまり込んだままである。時事通信社が

本年 1 月 9 日から 12 日に実施した世論調査では、日本の核保有に「反対」が 62.6％であ

り、「賛成」は 16.0％にとどまった。「議論すること自体が危険である」とする空気はなお

根強い。1 こうした状況を「議論の不在」という構造的問題として捉え、日本が独立国家

として核の脅威の現実を正しく認識し、どこまでを同盟に委ね、どこからを自ら担うのか

という根本問題について、国民が冷静かつ理性的に議論できる空間を構築することが、本

提言の主たる目的である。 
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2．いま、なぜ提言か 

2-1．令和４年国家安全保障戦略以降における核の議論の欠如 

日本を取り巻く核環境は、令和４年国家安全保障戦略策定時点より格段に不安定化し

ている。同戦略ではすでに、中国が「十分な透明性を欠いたまま、核・ミサイル戦力を

含む軍事力を広範かつ急速に増強」していること、北朝鮮が核戦力を「質的・量的に最

大限のスピードで強化」していること、ロシアが「核兵器による威嚇ともとれる言動を

繰り返している」ことを明記していた。しかし、令和４年以降において、日本として核

抑止の議論が公に行われたとの事実関係は見当たらない。 

2-2．同盟の信頼性をめぐる不確実性 

同盟の信頼性を所与とみなす発想も揺らぎつつある。2026 年 4 月 1 日、トランプ米

大統領は英紙インタビューで米国の NATO 離脱を真剣に検討していると述べ、NATO

を「paper tiger」（張り子の虎）と表現した。2 他方、日米首脳会談(2026 年 3 月 19

日)直後のホワイトハウス・ファクトシートは、2025 年の米 Typhon ミサイルシステム

の日本本土配備を踏まえ、日米が先進能力の日本配備、SM-3 Block IIA の日本での生産

4 倍化、政府データ向けクラウド整備による情報共有強化などを通じて抑止と防衛協力

を強化するとしている。3 すなわち、米国の関与は自動的・無条件ではなく、政治的意

思と制度的具体化の双方を不断に確認しなければ、同盟が機能しない日が来ることを認

識すべきである。 

2-3．中国と北朝鮮の動向と「2032 年問題」 

中国と北朝鮮の軍事的動向は、日本に核の議論の必要性を迫っている。米国防総省

2025 年報告書は、中国の核戦力について、2030 年までに 1000 発を超える弾頭保有を

目指す軌道に乗っていると指摘した。年間約 100 発の核弾頭増加は異常なまでの核軍拡

のスピードと言えよう。さらに、10 キロトン未満（広島型は約 15 キロトン）の低出力

核兵器を開発している可能性を提起するとともに、DF-26 ミサイルを核・通常両用の中

距離弾道ミサイル、H-6N 爆撃機を核搭載可能性を持つ空中発射弾道ミサイル運用機と

して、低出力核兵器運用の最適な兵器と位置付けている。4 加えて、これら低出力核兵

器が使用される可能性として、台湾有事などにおいて通常戦での敗北が中国共産党政権

の存続を重大に脅かす場合を、同 2024 年報告書が指摘している。5 

また北朝鮮は、昨年５月の「朝鮮人民軍東部前線各区分隊の長射程砲およびミサイル

システムの合同打撃訓練」において、核反撃態勢へと迅速に移行させる訓練・講習を実
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施している。6 また今年 3 月 15 日の「朝鮮人民軍西部地区長距離砲兵区分隊の火力打

撃訓練」において、も、金正恩総書記が、戦術核兵器の破壊的な威力ぶりに関する意義

を述べるなど、核攻撃の実運用に向けた訓練練度を高めている現実がある。7 

しかも、現代の戦争は、もはや通常戦力だけで理解できるものではなく、「核の影

（Nuclear Shadow）」の下で遂行されている。ロシアはウクライナ侵略を通常戦で進め

ながら、その背後では核使用の可能性を示唆する威嚇を繰り返し、2022 年秋には、ウク

ライナに対して低出力核兵器による攻撃が行われる可能性もあった。8 ウクライナ戦争

が示しているのは、現代が核の脅威の下で長期の通常戦争を戦わなければならない時代

に入ったという現実である。このような脅威認識の下、2026 年 3 月にはフランスのマ

クロン大統領が核戦力の増強方針を公然と打ち出し、欧州における核抑止態勢の強化に

踏み込んだ。9 

米国は、2022 年核態勢見直し（NPR）において一度は不要として計画を取りやめた

海洋発射核巡航ミサイル（SLCM-N）について、その後、主要防衛計画として予算措置

を講じ、2032 年 9 月までの限定的運用配備、2034 年までの初期運用能力の獲得を目標

とする方向を示している。SLCM-N は主としてインド太平洋地域における戦域核抑止力

を補完することを目的に開発されていることを踏まえると、運用上、それを搭載した

核・非核両用の米軍艦艇が日本へ寄港する可能性も考えられる。10 この流れを踏まえ

れば、日本としては 2032 年以前の早い段階において、非核三原則を含めた核抑止力強

化の選択肢を国民に提示するとともに、米国との政策調整を進める必要があることは言

うまでもない。 

まさに、核兵器はもはや「使われるか、使われないか」という二元論で語るべきもの

ではなく、通常戦争の前提条件そのものとなっている。 

このような環境の中で、日本だけがこの現実から目を背け続け、今なお核をめぐる議

論が十分に成立していないことは深刻な問題である。被爆国としての歴史的経験は、核

議論における日本の最も重要な出発点である。しかし、その立場と、安全保障政策とし

ての核抑止・拡大抑止の議論とが整理されないまま重ね合わされてきた結果、「議論す

ること自体が危険である」という空気が、政治・メディア・世論空間を支配し続けてき

た。その結果、「国民的理解を得ながら議論を深める」という姿勢にはつながっていな

い。 
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3．核抑止強化の必要性を国民の理解を深めるための国民的議論形成 

3-1．「安全保障ブリーフ」の制度化 

国民的議論形成に必要なのは、一度きりの問題提起ではなく、継続的な情報公開の制

度化である。具体的には、政府または準政府機関、あるいは民間シンクタンクが定期的

に、中国・北朝鮮・ロシアの核・ミサイル動向、軍備管理環境、日米抑止協議の進展、

国民保護体制の整備状況などを分かりやすく整理した、例えば「安全保障ブリーフ」を

公表することが必要である。防衛白書や、防衛省が事案発生時・事象ごとに公表する総

括的な公表は重要ではあるものの、危機感と政策の因果関係を国民に伝えるには、頻

度・網羅性・説明の丁寧さのいずれにおいても十分とは言い難い。 

 

3-2．米国の「信頼性」への問いを、日本自らの課題として捉える。 

拡大抑止には、相手国を抑止するための信頼性と、同盟国を安心させるための信頼性

との間に、本質的なギャップがある。いわゆるヒーリーの定理が示すように、敵を抑止

するには 5％の信頼性で足りても、同盟国を安心させるには 95％の信頼性が必要だとさ

れる。11 12 

したがって、日本は「米国が守ってくれるのか」と抽象的に問うだけでは不十分であ

る。むしろ、日本自らが「何があれば日本は安心できるのか」を主体的に定義し、その

ために自国としてどのような抑止力を備えるべきなのかを、国民的議論形成の中で具体

化していく必要がある。例えば、①現状の日米同盟の拡大抑止機能強化、②非核三原則

の見直し、③米国との核共有(日本版)、及び④我が国独自の核保有(核兵器の不拡散に関

する条約第 10 条第１項に基づく)13 を含め、前提を置くことなくタブーを排して議論

すべきである。 
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4．年末の国家安全保障戦略改定に求める事項 

被爆国日本が核廃絶の理想を掲げ続けることと、日本が二度と核攻撃を受けないため

に現実的な抑止力を整えることは、決して矛盾しない。むしろ政府には、その理想の実

現まで続く危険な現実の中で、いかに自国民を守るかを政策として具体化する責任があ

る。 

したがって年末の国家安全保障戦略改定においては、核抑止力強化のための国民的議

論形成への取組を明記し、これを制度的かつ継続的に実行に移すとともに、2032 年まで

のできるだけ早い時期を目途として、日本に必要な核抑止力強化の選択肢の整理・検討

を含めた在り方について検討の上、必要な措置を講じることを明記すべきである。 

改めて、政府に対し、国民的議論形成の制度化と核抑止力強化に向けた検討開始を強

く求める。 
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(参考)  

論点 令和４年国家安全保障戦略の現行記述（原文要旨） 

非核三原則の 

位置付け 

「平和国家として、専守防衛に徹し、他国に脅威を与えるよう

な軍事大国とはならず、非核三原則を堅持するとの基本方針は

今後も変わらない。」 

日米同盟と拡大 

抑止の基本認識 

「拡大抑止の提供を含む日米同盟は、我が国の安全保障政策の

基軸であり続ける。」 

「核を含むあらゆる能力によって裏打ちされた米国による拡大

抑止の提供を含む日米同盟の抑止力と対処力を一層強化する。」 

核軍縮・不拡散 

日本は「唯一の戦争被爆国として、『核兵器のない世界』の実現

に向けた国際的な取組を主導する」。 

「また、NPT を礎石とする核軍縮・不拡散体制の維持・強化を

掲げる。」 

 

 

 

 

 


